第４回　南海トラフ巨大地震土木構造物耐震対策検討部会　議事録

日時：平成25年9月25日（水）　10:00～12:00

場所：多目的ホ－ル（大阪府庁新別館北館4階）
１．開会

○事務局

定刻前でございますけれども、先生方オブザーバーの皆様お揃いですので、只今から第4回南海トラフ巨大地震土木構造耐震対策検討部会を開催させていただきます。

委員並びにオブザ－バ－の皆様方におかれましては、お忙しい中お集まりいただきましてありがとうございます。本部会につきましては、大阪府防災会議条例第４条に基づいて設置致しております。先生方のお手元には参考資料と致しまして、防災会議条例等を配布して御座います。

それでは、開会に当たりまして大阪府都市整備部事業管理室長の芝池よりご挨拶を申し上げます。

○事業管理室長

事業管理室の芝池で御座います。皆様おはよう御座います。

この部会もほぼ約１年間、色々と御議論頂いてきているわけですけれども、第４回目ということで皆様お忙しい中、御出席頂きましてありがとうございます。
地震ではないですが、昨今台風やゲリラ豪雨ということで、雨による被害も近畿でかなり出ております。非常に自然災害に対する脅威といいますか、それに対する対応をしっかりやるということで、国の方も都道府県、市町村でも住民の皆様からしっかりやって欲しいとの声が非常に大きくなっております。実際にこの南海トラフ巨大地震に対してどういう対応をしていくのかということで、私どもの中でもまた議会の方からも各会派から色々な声が挙がっております。先生方には本当にお忙しい中、御無理して頂いて色々と御意見を個別にも頂いておりますけれども、やっと地震の大きさが決まって、各構造物の点検が進み出して、全体像がなんとなくおぼろげに見えてきたかなというのが、事務局をあずかっている私の感想で御座います。これをさらに議論を深めて頂いて、我々の方で行政計画に反映して行くという作業がまだ残って御座いますので、何卒今日は有意義な御議論・御意見を頂きまして、審議を進めて頂きたいと思っております。

簡単では御座いますけれども、私からの挨拶は以上で御座います。本日はどうぞ宜しくお願い致します。

２．出席者及び配布資料

○事務局

　・（部 会 長）京都大学防災研究所　井合教授

　・（専門委員）立命館大学都市システム工学科　伊津野教授

　・（専門委員）神戸大学大学院工学研究科　道奧教授

　・（専門委員）神戸大学大学院工学研究科　鍬田准教授

　また、事務局は、

　・大阪府都市整備部事業管理室長　芝池

　・事業管理室参事　井上

　・事業管理室課長補佐　宍戸

　その他、オブザーバー及び事務方が出席。

配布資料

　・議事次第

　・資料１　各構造物の詳細点検結果（揺れ・液状化）
　・資料２　各構造物の詳細点検結果（津波）

　・資料３　防潮堤の液状化影響に対する詳細検証
　・資料４　防潮堤の対策に係る重点化と優先順位の考え方
　・資料５　防潮堤の粘り強い構造検討についての検討結果
　・参考資料１　大阪府防災会議条例

　・参考資料２　大阪府防災会議部会運営要綱

　・参考資料３　会議の公開に関する指針

　・参考資料４　第３回南海トラフ巨大地震土木構造物耐震対策検討部会議事概要

それでは次にまいります。本日御出席頂いております委員の先生方、またオブザーバーの皆様につきましては、時間の関係上個々の紹介は割愛させて頂きます。配布している名簿を御確認頂きますよう宜しくお願い致します。なお、関西大学の高橋先生におかれましては、所用により欠席されております事を御報告致します。
それでは議事に先立ちまして、お手元にお配りしております配布資料の確認をさせて頂きます。まず、議事次第で御座います。次に委員名簿で御座います。次に資料１と致しまして各構造物の詳細点検結果（揺れ・液状化）、資料２と致しまして各構造物の詳細点検結果（津波）、資料３と致しまして防潮堤の液状化影響に対する詳細検証、資料４と致しまして防潮堤の対策に係る重点化と優先順位の考え方、資料５と致しまして防潮堤の粘り強い構造検討についての検討結果、それと参考資料を致しまして、参考資料１大阪府防災会議条例、参考資料２大阪府防災会議部会運営要綱、参考資料３会議の公開に関する指針、参考資料４と致しまして第３回部会の議事概要で御座います。

資料の不備落丁など御座いましたら御申し付けください。

それでは議事の方を進めてまいりたいと思いますが、今日はパワ－ポイントのスクリ－ン、機械の調子が悪くて、主に御配りしております資料を御覧頂きながら進めさせて頂きたいと思います。宜しくお願い致します。

それでは、大阪府防災会議部会運営要綱第３条により、部会の議事は部会長が主宰するということになっておりますので、以後の進行は井合部会長にお願いしたいと存じます。

それでは、井合部会長宜しくお願い致します。
３．議題
○井合部会長

それでは参りましょう。お手元の議事次第をまずご覧ください。始めの議題は各構造物への点検結果についてということでございます。この議題については前回まで液状化の影響、それからあと地震動の影響ですね、それぞれ報告をいただいているわけでございますけれども、その後新たに結果が出た内容について今回ご審議いただくということでございます。まず地震動の影響についてということで、事務局お願いします。
○事務局

それではまず河川構造物の詳細点検結果についてご報告いたします。現在照査実施中の施設のうちですね結果が得られております六軒家川水門、三軒家水門、出来島水門の3水門と旧猪名川排水機場の4つの施設の説明をさせていただきます。左側がそれぞれの位置図と右側はメッシュ図でいずれもゾーンのAT2というゾーンに位置してございます。

次お願い致します。次に目標とする耐震性能についてでございますが、まず水門につきましては地震後においても水門としての機能を保持する性能を確保するものとしております。詳細につきましては部材が塑性変形をおこし、残留変位が生じた場合にはゲートの開閉性に支障がない範囲の変位になるかどうかということを照査しております。右でございますが、排水機場につきましてでございます。旧猪名川排水機場につきましては水門閉鎖時のみの運転でして流域も広くないことから地震による損傷が限定的なものにとどまり、排水機場としての機能の回復が速やかに行いうる性能というものを確保するものとしております。詳細につきましては各構造部材発生する断面力が部材耐力以下に収まるかどうかという照査を行ってございます。
次お願い致します。こちらが照査結果の一覧表になってございます。水門につきましては水流方向と水流直角方向の2断面で照査しておりまして排水機場につきましては水流直角方向で照査を行っております。結果といたしましては水門につきましてはいずれの部材も塑性変形は生じておりませんで、またゲートの閉開性にも支障なく機能確保ができているという結果でございました。排水機場につきましては、部材のせん断力が超過しているという結果でございました。
次お願い致します。それでは個々の施設についてご説明いたします。まず六軒家川水門でございます。こちらは2次元の動的解析で照査を実施しております。左上がですね、水流直角方向と水流方向の入力地震動波形でございまして、その下にそれぞれの加速度応答スペクトルを表記してございます。で、右の上が平面図に照査断面を記載したもの、その下がモデル図となってございます。

次お願い致します。こちらが変形図となってございまして、この変形は、各部材が塑性変形を起こして生じたものではなくて地盤の変形に伴い生じた変形ということになっております。で、変形図が残留変位図ではなくて、こちらは最大変形図となっておりますが残留の変位といたしましては水流直角方向の門柱、上下端の相対変位が4.8mm、水流方向では3.9mmの残留水平変位が生じるという結果でございました。

次お願い致します。こちらが、少し字が小さくて見えにくくて申し訳ございません。各部材の照査の結果となっております。各部材で、OKと書いておりますが、これが1以下となっているということを確認しております。どういうことかと申しますと曲げに対しましては許容曲率以下であるということ、せん断に対しましてはせん断耐力以下であるというような照査を行っております。六軒家川水門はいずれも1以下でありまして、部材耐力以下ということでございます。次にゲートの閉開、開閉性につきましてでございますが、六軒家川水門におけるゲートの開閉に支障の無い許容残留変位、水平変位というのは233mmということになっておりまして先程の変形図で示しました残留変位の4.8mmというのが許容値内にありますので開閉には支障がないということでございます。また、ゲートの巻上機を固定しているボルトのせん断力も許容せん断力以下でございまして結果としましては目標とする耐震性は満足しているという結果でございました。

次お願い致します。三軒家水門でございますが、こちらにつきましてはスルースゲート形式の水門でございまして、3箇所門柱があるという構造で、それぞれの門柱の構造が異なるという形式のため、上部工は3次元で下部工は2次元での動的解析を実施しております。こちらも先程と同様に入力地震動、加速度応答スペクトルですとか照査断面位置、モデル図というのを示してございます。

次お願い致します。こちらは変形図でございますけれども先程と同様にですね、地盤の変形に伴いまして門柱の上下端で0.21mmとごくわずかな変位が生じております。

次お願い致します。各部材の照査結果でございますが、こちらもいずれの部材も部材耐力以下であるということが確認できております。で、三軒家水門におけるゲートの開閉に支障の無い許容残留水平変位というのは167mmということでありますので、先程の残留変位0.1mmにつきましては開閉性に支障は無いということでございます。また浮き止めのローラーですとかサイドローラーといった設備の照査についても許容値以下ということでございますので目標とする耐震性能は満足しているという結果でございました。

次お願い致します。次に出来島水門でございますけれども、こちらにつきまして下部工は2次元、上部工は鋼部材でトラス構造という構造のため、3次元動的解析を実施しております。これまで同様の内容を記載させていただいております。

次お願い致します。こちらが上部工のモデル図でございます。

次お願い致します。照査の結果でございますけれども、こちらもいずれの部材も部材耐力以下であることが確認できております。残留変位は生じておりませんのでゲートの開閉性には支障はございません。結果、目標とする耐震性能は満足しているということでございます。

次お願い致します。最後に旧猪名川排水機場の照査結果でございます。こちらは応答変位法による静的解析を行っておりまして、照査断面につきましては短スパン方向である水流直角方向で実施しております。
次お願い致します。照査結果でございますけれども赤で着色している箇所が、こちらがせん断力が不足するという結果となっておりまして、何らかの補強が必要という結果になっております。以上で河川構造物の報告を終わります。
○事務局

　続きまして道路施設、橋梁の詳細耐震点検についてご報告をいたします。

橋梁につきましてはこれまで道路橋示方書に基づき実施してきた耐震対策が南海トラフ巨大地震に対して耐震性能が不足しないか確認することとしており、広域緊急交通路に架かる橋梁397橋の内、耐震補強が完了した306橋を対象に照査を実施してきました。
次お願いします。南海トラフの地震波が道路橋示方書の地震波の応答レベルを上回る周期帯をチェックし、この周期帯に合致する橋梁の固有周期を確認して照査対象を抽出しております。
次お願いします。抽出された橋梁において動的解析を含む2次照査の結果、これまで府が実施した耐震対策は南海トラフの地震動にも有効であるということが確認されております。

次お願いします。また液状化については沖積地盤において有効応力解析により基盤波を地表面波に引き上げて道路橋示方書の設計地震動の加速度応答スペクトルと比較を行いました。
次お願いします。その結果、液状化の影響を受けて耐震性能が超過する橋梁はないことが確認されております。
ここまでが前回までの部会でご報告させていただいた内容です。その際、井合委員長の方から杭基礎についても代表橋梁において照査し、どの程度の影響があるかの確認をすべきであると指摘を受け、照査を実施いたしました。

次お願いします。杭基礎照査の対象橋梁は、資料に示します3つの観点から大阪中央環状線、大日跨道橋を選定いたしました。
次お願い致します。まず１つ目の観点として杭基礎が地盤の影響を顕著に受ける範囲に液状化層が分布しているというものです。杭基礎が水平抵抗を支配的に受け持つ範囲は1/βで表され、大日跨道橋の場合、杭頭から4.7mとなります。これに対し、杭頭から7m程度が液状化層となっております。このように1/βの範囲で液状下層が分布すれば、水平抵抗が低減され、水平変位が大きくなりやすく、また断面力が発生しやすくなりますので杭基礎にとって厳しい条件となります。また水平地盤抵抗の低減係数も小さな値となっており、特に直角方向は低減係数が0といった基礎にとっては厳しい条件の橋梁となってございます。
次お願いします。２つ目の観点は橋脚の巻立補強によってフーチングにアンカー定着し、橋脚からの荷重が基礎部分まで伝達しやすい構造になっているというものです。大日跨道橋は図のように橋脚補強によりフーチングにアンカー定着しており、これも杭基礎には厳しい条件となってございます。

次お願いします。最後に３つ目ですが、重要度が高い橋梁ということで大阪中央環状線は日交通量が9万4千台、大型混入率も26％を越える大阪の大動脈であり、広域緊急交通路の重点14路線にも指定されている重要な路線となってございます。
次お願いします。以上のことから選定しました大阪中央環状線、大日跨道橋の橋梁諸元ですがご覧の通りとなってございます。

次お願いします。照査にあたり、３径間連続桁で一点固定となっており、橋軸方向の分担重量が最も大きいP2橋脚を選定しております。また橋台についてはA1・A2とも同条件のため、A1橋台を選定いたしました。

次お願いします。大日跨道橋の地盤条件に基づき、液状化を考慮した有効応力解析により基盤波を地表面波に引き上げ、固有周期から設計水平震度を求め道路橋示方書の設計書手法に基づいて杭基礎のせん断、曲げの静的照査を行っております。
次お願いします。橋脚部の照査結果ですが、せん断につきましては許容値内に収まっており問題がありませんでした。曲げ照査につきましては、橋軸、直角方向共に設計水平震度が降伏水平震度を上回り杭基礎として降伏するという判定になってございますが、道路橋示方書により液状化が生じる場合の応答塑性率は4まで許容されており、許容塑性率内に収まっていますので回転の照査も含めてすべての照査項目を満足するという結果になってございます。
次お願いします。次に橋台の照査ですが、これも同様の手法で行っております。橋台は橋軸方向が支配的となりますので橋軸方向のみ照査を実施しております。その結果、橋台部の照査につきましてせん断、曲げ共、照査項目を満足しましたので静的照査においては杭基礎の健全性に問題がないということが確認されました。
次お願いします。杭基礎の照査の結果は、南海トラフ地震動に対して橋脚部、橋台共に耐震性能に問題は無いということが確認できました。先に述べました通り、杭基礎にとって条件が悪い箇所を選定して実施した今回の照査結果からも構造物に大きな変状が出るということは想定しておりませんが、橋台の背面に、数十センチの段差が生じるといった被災事例もあることから、そのような場合に備えて速やかに通行機能を確保できるよう備えることとし、まずは落橋させない対策を優先的に進めていくという風に考えております。また、地震の揺れ、液状化の影響については今後引き続き耐震対策を実施する橋梁は南海トラフ巨大地震の影響を考慮し、設計をしてまいります。以上で道路施設の報告を終わります。

○事務局

続きまして下水道施設の点検結果についてご報告いたします。本日は液状化についての点検結果をご報告させていただきます。液状化につきましては左の図のように寝屋川流域と南大阪湾岸流域におきまして新たな液状化を確認してございまして、点検の進め方といたしましては右側のフローに基づきまして今回は特に液状化の判定結果、ジャストボーリングの土質データを基にどのような状況であるかを確認した内容についてご報告させていただきます。

次でございます。点検の進め方ですけれども、下水道管渠と処理場、ポンプ場に分けてございます。下水道管渠につきましては、開削工法で施工して液状化危険PL値15以上の区間をスクリーニングしまして浮き上がりについての点検を行っております。それから処理場、ポンプ場につきましては現在の状況として杭基礎構造であるということですので、基礎の液状化に対しての効果についての確認をしていくということでございます。

次でございます。管渠の点検につきましては先程の申し上げました寝屋川流域で点検してございます。南大阪湾岸流域につきましては、対象の開削工法があったんですけれどもPL値が15以上の区間ではなかったということでスクリーニングで外れてございます。寝屋川流域の内、開削工法でPL値15以上の所をスクリーニングしております。そういう状況が次以降でございます。

寝屋川北流域の下水道管渠の敷設状況でございます。

次でございます。そこに液状化のPL値メッシュ15以上を示してございます。

次でございます。その内PL値が15以上の下水管渠を抽出します。

次のページにいきまして開削工法での施工区間ということで、スクリーニングの結果、寝屋川北部流域で9.2kmでございまして、だいたい161kmに対して6％が該当となってございます。

同様のスクリーニングについて、次のページですけれども、マンホールの方が129箇所抽出してございます。
次お願い致します。同様に、寝屋川南部流域をスクリーニングしまして108kmより12.7kmということで12％抽出してございます。

次お願い致します。マンホールにつきましては132箇所となってございます。

次のページなんですけれども、対象区間の割合が多かった寝屋川南部の方で点検してございまして、位置としましては、柱状図で示しております位置は国道308号と大阪中央環状線やや北側の位置となってございまして東大阪市本庄西付近でございます。別途柱状図を確認いたしましたところ、これまで対策を進めておりました直下型でのFL値での液状化判定と南海トラフ、今回新たな想定のFL値を比較してございます。で、対象土層としましてはAs1、As2ということで沖積砂層ということで２つ確認して、深い位置にDsgを確認しております。FL値自体は直下型と比べて、南海トラフの方が値はやや小さくて液状化に対して厳しくなっておりますけれども、液状化層の違いは無いということで確認してございます。

次お願い致します。今回、中央北幹線4kmの区間なんですけれども黄色の色のついた所が沖積砂層ということで液状化の危険性がある場所でございましてこれらを考慮して液状化の浮き上がりの点検をしてございます。下の方の囲みの所で安全率を計算いたしましたところ、0.92ということで安全率に1.2を下回る結果となってございます。

次お願い致します。ということで、0.92ということでございまして点検結果では浮き上がり可能性ありとなってございますけれども、以下の理由で地上の道路への影響は少ないかなということで推察してございます。まず今回の点検箇所につきましては、車道部ではなくてモノレール建設予定地内を縦断的に布設している幹線であることと、特に車道部に出ている所は交差点に３箇所ございます75m区間に絞られているということで、かつ車道上につきましては舗装と路盤等ありますので、土質データより堅固な地盤だということでございます。で、あとマンホールなんですけどもマンホールにつきましても先程柱状図の中でも出ていたんですけれどもボックスカルバートの上に組立のブロックが載っているというような状況ですので、マンホール単独というような構造ではないということを確認してございます。従いまして、まとめといたしましては液状化による交通の影響は少ないと考えられるんですけれども、浮き上がりの可能性ありと出ておりますので、管渠の縦断方向に変位は生じる可能性はあるということで下水の機能としても流下能力の支障であるとか管渠のつなぎ目で目開きが発生し土砂の流入も考えられるということでございまして、これに対しましては現在、直下型地震対策と経年劣化対策ということで下水道管渠の樹脂巻立ということでいわゆる管渠更正工法を実施してございまして、この対策を施すことによって対応を取れるというような推察をしております。管渠更正工法とわかりにくいかと思いますけど、画面の方で出ておるんですけれども、こういった形で樹脂を巻き立てて間を樹脂モルタルで埋めて剛性を高めるという工法で経年劣化に対して採用してきた工法なんですけれども、これについては耐震性についても確保できる工法でございます。

次お願い致します。次は処理場ポンプ場の点検結果でございます。処理場ポンプ場につきましては、杭構造であるということでなってございまして杭の点検を進めてきました。今回の選定箇所につきましては特に液状化の影響が大きいだろうということで埋立地の処理場水みらいセンターを選定してございまして、構造的にちょっと違う北部水みらいセンターと中部水みらいセンターということで２箇所選定してございます。

次お願い致します。北部水みらいセンターでございますけれども、水処理施設ということで水槽構造物になってございまして、断面的に言いますと水槽構造物と杭で支持しているような構造となっております。赤で入れておる部分が静的締固め工法ですが、地盤改良となります。特に液状化の可能性が高かったということで、まず事前に静的締固め工法、具体的には砕石杭を打設しまして、その後基礎杭を打設しているというような工法をとってございます。

次お願い致します。このような状況の北部水みらいセンターの柱状図と合わせてどうのような状況になっているかということで、表のところに改良前と書いてございますけれども、これが先程の静的締固め工法をする前ということでBSg1層、Bc2層というで液状化の可能性があるということでFL値でいうと0.75、0.40ということになってございます。これに対して改良後は、直下型と現在対策している直下型と今回想定された南海トラフ型のFL値を出してございますけれども直下型でいきますと改良したことによってFL値は0.75が0.95、もしくは0.40が0.73ということでFL値の改善は確認できております。この改良によって地盤の低減係数につきましてはDEの値ですけれども2/3だったものが1になるということで地盤のバネとしては低減を行わないでいいところまで改善しているとなっております。南海トラフにつきましては、更に南海トラフについてはFL値は1.348、1.151ということで液状化対象から外れているということで、これは加速度が若干小さいのが効いているということでございます。ということで、北部みらいセンターにつきましてはFL値とDEの関係を確認いたしまして南海トラフの影響はないということでございます。
次でございます。中部水みらいセンターは杭構造なんですけれども、こちらについては液状下層が若干深いところにございます。まずFL値でございますけれども、上がAg層が0.280が0.363ということで南海トラフとの比較でいくと南海トラフの方が大きい値でございまして、同様にDE地盤低減係数は2/3になっているということで、Tg層についても同様の傾向ということで地盤低減については低減値が低い方向に動いているということで、基本的には北部水みらいセンター、中部水みらいセンター同様、南海トラフにつきましては比べたところ、直下型の方が卓越した影響があるということでございまして、基本的には今までの考え方に基づいた設計ということで考えてございます。

次にまとめでございます。北部水みらいセンターについては静的締固め工法の地盤改良をしているため、地盤の液状化に対しては杭基礎の構造計算において考慮しなくてもよい程度に改善が図られていること、で、地盤改良については南海トラフ巨大地震で想定される液状に対しても有効であることを確認してございます。中部水みらいセンターについては、液状化が想定され、杭基礎の構造計算については考慮が必要であることを確認しておりますけれども地盤の低減係数が南海トラフの方が低減が小さいということで安全側の状態になっていると確認してございます。まとめといたしましては、直下型は卓越しているということでこれまでの考え方の施設については支障無いということでございます。以上でございます。
○井合部会長

　はい、ありがとうございました。液状化の影響も含めてこれまで結果が報告されていなかった水門それから道路橋の詳細点検、液状化の影響があるんですけど、それから下水道施設ということで報告がありましたけれども、これについて質問それからご意見がありましたらいただきたいと思います。いかがでしょうか？
まず、ちょっと復習してみましょうかね。河川構造物については水門とそれから最後の排水機場の検討がありまして水門については今回検討したものについてはいずれも耐震性は満足されているということで、排水機場についてはせん断力が不足するところということでございます。それから道路橋の施設については、18ページ辺りかな、液状化する範囲に道路網がかなりあるわけですけども、その中で杭基礎に対する影響の検討をやっていただきまして、最終的な結果としては液状化に対する健全性を保つというようなことが報告されまして、橋台についてもそれなりに耐震性は満足されているけれども、通常の地震の時の被害の形態として、橋梁に向かってこう取付られたアプローチのところの段差が地震のため発生するかどうかもあるのでそれについてはの備えもしていきたいというような報告がありまして、それから最後の下水道施設で今回報告されたのは寝屋川地区、北部、南部とういうところが報告されまして、これについて浮き上がりの影響、浮き上がりの可能性があるという結果が報告されましたが何らかの対策を講じていくという、浮き上がりによって直接交通路その他への影響についてはないだろうというような報告がありました。最後が下水道施設の処理施設ですね、処理場それからポンプ場の点検結果２箇所について報告されまして、これについてはいずれも液状化対策が上手く機能しているので今回の南海トラフの地震に対してはそれなりに耐震性が保たれるという報告がありました。どなたでも結構ですのでご意見それからご質問ありましたらお願いします。
○伊津野委員
結果はこれで良いと思うのですけれども、ここは公表される時に、なぜ大丈夫だったのか、例えば16ページのスペクトル図を見ますと、道路橋示方書で考えてるよりも２倍くらい大きな外力になる地震が発生する、それに対しても全く何ともなかったということなので、過剰に補強していたのかというような誤解を受けてもいけません。多自由度系で考えて、こういう非線形応答をするからこうなったと、わかりやすい理由とともに公表された方がいいと思います。同じことが水門にも言えます。これだけ大きな地震がきても、水門がなぜ範囲内になるのかという理由を、少し書いていただければと思いました。
○井合部会長

はい、ありがとうございます。よろしくお願いします。他にございますでしょうか？

私の方からちょっと一つ、下水道の関係でね、例えば手元の資料では33ページというのがありまして、向かって右下に開削して埋め戻しした箇所で、マンホールが浮き上がるというのがありまよね。これに対して今回の検討というのは埋め戻しのところの土が液状化したというよりは、元々原地盤、地盤そのものが液状化して浮き上がるという、例えばどうですかね、41ページ辺りがそうなんですかね、かなり広い範囲で液状化が起きている、それで浮き上がるというということでよろしいでしょうか？

○事務局

特に33ページにつきましてはどちらかで言うと市町村の下水道にある形態で管渠よりもマンホールの方がやや大きいという形態でして、今回、流域下水道施設ということでボックスカルバートが大きいところで4ｍ、小さい所で2ｍでその上に載っている構造になってございますので少し構造の形態が違うということでございます。今回はカルバートに対してが浮くかどうかとかということとマンホールにつきましてはそのカルバートに載っている形態でもって単独で浮き上がるかどうか、ないかなということを報告させていただきました。

○井合部会長

そうすると、今おっしゃったカルバートの断面というのは41ページ････。

○事務局

41ページでございます。

○井合部会長

でよろしいですか？こういう物なので33ページであるようなマンホールではないということで、その点検をやっていただいたということで。

○事務局

はい。そうでございます。
○井合部会長

わかりました。何かありましたら･･･よろしいですか？
はい、それではですね、まずこの地震動の影響についてということで伊津野先生からもう少し最終的な点検結果が市民の皆さんにわかるような形でですね、そういう形の資料を追加して下さいということでこの議題を終えたいという風に思います。それから議事次第に戻りまして、各構造物の点検結果の津波の影響についてということに移りたいと思いますが、まず事務局から説明をお願いします。

○事務局
　はい、それでは河川構造物の結果について御報告致します。前回の部会におきまして、大水門の津波波力の検討結果について御報告させて頂いた所でございますけれども、引き続き西大阪地区におきまして津波時に閉鎖する5つの中小水門について検討結果が出ておりますのでそれについて御報告致します。いずれの水門も高潮対策として設置された水門でございまして、右に示す箇所図に設置されてございます。
　次お願い致します。それぞれの水門の基本的な諸元でございまして、こちら正蓮寺川水門、六軒家川水門、三軒家水門のそれぞれの形式、径間、扉体の大きさ、基礎形式というものを一覧表にまとめたものでございます。
次お願い致します。同じく出来島水門、旧猪名川水門の基本諸元でございます。

次お願い致します。津波の外力についてでございますけれども、第2回の部会でお示ししましたフローに従いまして、津波高さと水深の比率、また河床勾配から判断いたしまして、波状段波が発生しないという事から谷本式で算出してございます。

次お願い致します。こちらが水門の照査部位の例でございまして、基礎杭などの基礎部、それと堰柱、それと戸当り部、それと扉体の縦桁・横桁、スキンプレート、ローラー部そういった部材を照査してございます。

次お願い致します。こちらがそれぞれの水門位置での照査に用いるＬ1津波高とＬ2津波高でございます。Ｌ1とＬ2津波で19㎝から大きい所で104㎝の差があるという事でございます。
次お願い致します。津波波力に対して求める性能でございますけれども、Ｌ1津波につきましては、先程の揺れと同様に水門の開閉動作ができるという事を目標としております。具体的には各部材の塑性変形の有無で判定しておりまして、塑性変形する部材については残留変位が水門の開閉性に支障のならない許容残留変位以下であるかどうかという判定をしております。
次お願い致します。Ｌ2津波に対して求める性能といいますのは、扉体、堰柱などが分離・流出しまして二次被害を発生させない、発生させることが無いということとしております。具体的には、鋼部材は部材が分離する引張り強さで、RC部材につきましては降伏に達していないかという事で判定してございます。
次お願い致します。結果の一覧でございますが、いずれの水門もＬ1津波に対しましては開閉性を確保できております。Ｌ2津波に対しても二次災害を起こす事なく、求められる性能は満足しているという結果になっております。ちなみに、今回照査しました中小水門につきましてＬ2津波に対しましては、開閉動作は可能という事が確認されております。以上でございます。
○事務局

　続きまして、道路施設の点検結果について御報告致します。道路施設につきましては広域緊急交通路のうち浸水区域内に位置する大阪臨海線・泉佐野岩出線、これにかかる24橋を対象に点検の方を実施しております。
　次お願いします。津波診断を行うにあたりまして、1次スクリーニングとしまして津波の高さが対象橋梁の上部構造の桁下高さを上回るかどうかという観点で判定しております。これが上回れば、津波が上部構造に直接影響するとして、2次照査の方を実施するという事にしております。
次お願いします。こちらが橋梁の上部構造の桁下高さと津波の高さ、これを表しております。折れ線グラフになっているのが津波の高さでございます。ひし形で表しているのが橋梁の桁下高さでして、この折れ線グラフよりひし形が下に位置しているという橋梁は津波の影響を受けるという風になってございます。なお、過去の部会では、この津波高につきましては内閣府が公表した津波データ、これを用いて表しておりましたが、今回は大阪府の危機管理室の災害対策等検討部会、こちらで公表されておりますデータを用いて表現しております。
次お願いします。こちらが1次スクリーニングの結果を一覧表にしたものです。津波高さが桁下高さを上回っている橋梁は、表の右側のスクリーング結果という所に×印がついているものでして、画面に黄色で着色されている24橋中の10橋、こちらが津波の影響を受ける橋という事になってございます。結果的に、内閣府の公表されている津波データでスクリーニングを行った結果と、今回の結果は同じ10橋が影響を受けるという事になってございます。

次お願いします。これら10橋に対して3つの着眼点でグルーピングを行い、2次照査の対象橋梁を選定しております。一つが橋梁形式、二つ目が河口からの距離、障害物の有無こういった観点、三つ目が浸水量の大小これらを着眼点として代表橋梁を選定しております。結果、助松橋、新川大橋、大道橋この3つの橋梁を代表橋梁として抽出してございます。
次お願いします。ここから2次照査を実施する橋梁の諸元について簡単に御説明させて頂きます。こちらが、助松橋という橋梁でございまして、こちらは多径間の橋梁で河口部に位置している橋梁になってございます。
次お願いします。で、こちらが新川大橋でして、こちらは単径間の橋梁で河口からの距離が約400ｍになってございまして、河川の遡上の影響を受けるという風に考えられる橋梁ということで設定しております。

次お願いします。こちらが大道橋という橋梁でして、単径間で河口の前面には貯木場があるというような橋梁です。浸水量につきましては1.1ｍという事で比較的浸水量が大きな橋梁となってございます。

次お願いします。これら3橋に対して、2次照査の方を実施してまいりますが、2次照査の解析に用いる津波データは、内閣府の検討地震11ケ－スのうち、大阪府下に与える影響の大きいと思われる4つのケ－スを選定しております。さらに、大阪府の危機管理室のシミュレーションでは、防潮堤の沈下、水門の開閉これらの影響などを3ケ－スに分けて解析を実施していますので、地震の4ケ－スと堤防等の3ケ－ス、これらを組み合わせた12ケ－スの中で最大となる条件を解析に用いるという風にしてございます。
次お願いします。こちらが3橋各橋梁位置での津波高さを表した表になってございます。黄色で着色している箇所が、各橋梁位置で最大の津波高さとなる条件になってございます。この結果より、助松橋、新川大橋については津波ケ－ス3の堤防条件3、大道橋につきましては津波ケ－ス4の堤防条件が1もしくは2を用いて今後解析を行う予定にしております。
次お願いします。今後、先程の危機管理室の災害対策等検討部会より、津波に関する時刻歴データ、こちらの提供を受けまして二相流解析ソフトを用いた3次元の津波解析を実施してまいります。この解析結果については、次回の部会において御報告させて頂きたいと思っております。道路施設については以上です。
○事務局

下水道施設でございます。下水道施設につきましては南大阪湾岸におきまして3箇所、埋立地に水みらいセンターがございまして、浸水想定で浸水深は0という事でなってございまして、浸水の想定区域外であることを確認しております。次に、具体的な高さ関係を示してございます。図面につきましては前回もお示しした内容ですけれども、具体的な高さを示しておりまして、津波高が北部・中部・南部それぞれ3.9、3.9、3.2、これはT.P表示でございます。対しまして、右に示す地盤高さが4.2、4.2、4.5という事で、北部・中部・南部水みらいセンターのいずれも地盤高の方が高いとなってございます。ただですね、放流渠管底高さという事で海につながっているラインがございまして、真ん中に示す数字-1.45、-0.45、-1.00という事で、これにつきましては津波の高さから言うと下になっているということで、津波の遡上、逆流が考えられます。これについては逆流防止対策を実施していきたいという事でございます。以上でございます。
○井合部会長

はい、ありがとうございました。それではこの議題について御質問それから御意見がありましたらどうぞ。如何でしょうか？

○伊津野委員
道路施設の方ですけれども、3橋について詳細な検討をされるというのはそれでいいと思います。ただ、13ページの1次スクリーニングで10橋は影響を受けるという事がわかっておりますので、それについては、水門と同じような簡易式による照査も、していただいた方がいいと思いました。
○井合部会長

よろしいですか？

○事務局

　簡易式との相関性なんかも今回3次元の結果と見比べながら御相談させていただいて、簡易式で示せるのであればその他の橋梁は簡易式でというような方向で進めていきたいと思います。
○井合部会長

はい、他に如何でしょうか？
はい、どうそ。

○鍬田委員

下水処理場で、処理場の浸水について御検討いただいているのですが、少しちょっと知りたいことがありまして、ポンプ場みたいなものが浸水域にあるのか無いのかということを御存知であれば教えていただけますか？

○事務局

　まず処理場の方ですけれども、大阪府の実績では無いですけれども、府内の市町村単独公共下水道については浸水域に設置されたものがあるということと、あと下水道の関連といたしましてポンプ場施設などがございまして、それについきましては浸水エリアに入ってございますので、これについては耐水化の対策をする必要があるという風に考えてございます。

○鍬田委員

　それについて今後何件くらいあるのかというのを把握はされるということですか？それはもうわかっているということですか？

○事務局

　そうですね、把握してございますので次回位置図と併せまして御報告をさせて頂きます。

○鍬田委員

　はい、ありがとうございます。
○井合部会長

　はい。どうぞ。
○道奥委員
　3橋を選んでこれから照査解析に入るということですけれども、3橋の着眼点が3つありますけれども、このうち障害物等というのはここで御説明がありました貯木場があるという、そういう事なのでしょうか？貯木場の貯木を含めたそういう津波の影響、貯木材ですね、そういう流出のものを含めた解析を予定されているという事でよろしいでしょうか？
○事務局
　ここでの貯木場と申しますのは、前面の貯木場というような形態があるので、それによって津波の影響が変わってくるだろうということで設定しております。実際にその貯木場に置いてある木材のですね、それ以外の漂流物みたいなものをどこまで考慮するかというのは、ちょっと整理はできておりませんが、また先生方の御意見も伺いながら整理していきたいと思いますが、まずはそういう漂流物は抜きにした影響という事です。
○道奥委員
　地形ということですか？

○事務局
　はい。そうです。

○道奥委員
　それで、詳細解析をされるということですが、先程御説明がありましたオープンソースコードで３次元解析をされるということで、以前に混相流解析をされるという事で若干コメントをさせていただいたのですけれども、３次元の複雑な流れなので非常に難しい解析だろうなという風に想像したわけですけれども、お使いのご予定のものは国内外でよく使われている汎用的なソフトのようです。ちょっとあの混相流を専門にされている原子力関係の先生と、それから津波解析で波力なんかをされている海岸工学の先生方に、このオープンソースコードの性能についてパフォーマンスを若干確認させて頂きました。事務局の方からも資料をいくつか頂きまして、今までの実績ではまず津波に限らず何にでも使える流体解析ソフトですけれども、津波関連についてはかなりたくさんの建物が複雑に配置されているような市街地での遡上解析とか、波形が非常によく一致しております。それから一番この橋梁への衝撃力に近いようなコンフィギュレーションとしてタンク内のスロッシングですね、それに対しての適用性がだいぶ実績があるようです。ただ、残念ながら橋梁に対してのその波力の津波波力の実験的検証とか、実証はもちろんないので、これからの課題というか未解決の部分ではありますけども、関係者に聞きましたら橋梁のその例えば橋桁の下に津波が、波形が入ってきてですね、その中で閉じ込められた空気が破壊するようなそういう状況なんかの場合は、空気が圧縮されたりしますけれども、この解析ソフトでは空気の圧縮性の考慮をされていないんだけども、恐らくその津波による揚圧力を解析する性能はあるだろうという御意見をいただきました。という事で、恐らくこの解析ソフトを使っていただきますと、橋梁に対する津波波力の方もかなりの推察ができるのではないかという風に思っております。
○井合部会長

　はい、ありがとうございます。
それではですね、今のコメントも踏まえつつですけど、今後更に点検を進める事項があるようですが、引き続きですね作業をお願いしたいと思います。では、議事次第に戻りますと次の議題になりますね、防潮堤の液状化影響に対する詳細検証という事になります。この議題2についてはこれまでマグニチュード9、Ｍ9クラスの検討は進めてきたのですが、実際に現実的な対策を進めていくという意味では前回の議論でＭ8クラスのこういった地震についても、どういう影響があるかという事を検討してきたというような意見を確認いたしまして、これについて事務局が作業を進めてきたということでございますので、それの報告をまず事務局からお願いしたいという風に思います。
○事務局

　はい、それではまず河川堤防におけますＭ8クラス地震動による照査結果について御報告致します。照査断面につきましてはＭ9クラスの南海トラフ巨大地震の動的解析におきまして許容変位量や鋼管矢板などの許容応力でNGが生じた断面のうち、位置図に示しております神崎川、尻無川、木津川の3断面で動的解析を実施しております。
　次お願い致します。少し字が小さくて見えにくいですけども、結果の一覧表になっておりまして、一番左に河川名、次に解析手法としまして静的解析であるALIDと、動的解析であるFLIPを併せて記載してございます。解析結果につきましては、Ｍ8、Ｍ9の変位量と鋼矢板などへの発生応力と許容応力の比較というのを記載しております。一番右につきましては今回用いましたＭ8、Ｍ9地震動のPSI値を参考に記載しております。
次お願い致します。個々の断面について御説明致します。まず、神埼川についてですが、照査致しました断面につきましては、位置図の赤丸で示している通りでございまして、右に現地の状況の写真を掲載してございます。神崎川につきましては阪神大震災以前の旧の耐震基準で整備された防潮堤でございます。

次お願い致します。左上に今回Ｍ8調査で用いました工学的基盤面への入力波形、その下に加速度応答スペクトル、右側に断面図とその下にモデル図を記載してございます。この構造につきましては、護岸部、防潮堤部とも、タイロッド形式という事になっております。
次お願い致します。解析結果として変形図と過剰間隙水圧比で比較したものでございます。左側がＭ9の結果、右がＭ8の結果という事になっております。防潮堤部の水平変位でございますが、Ｍ9では1.35ｍだったものが、Ｍ8では0.21ｍと小さくなっております。また、防潮堤の鋼管杭につきましてはいずれも許容応力は超過しているという結果でございました。
次お願い致します。参考にＭ8、Ｍ9の地震動の加速度応答スペクトルを比較したものでございます。

次お願い致します。続きまして尻無川の断面でございまして、こちらにつきましては水門より上流側の防潮堤を照査してございます。右上の写真にありますように、前面の護岸が耐震補強されておりまして、右下の写真のように耐震補強ができていないという防潮堤があるという構造になってございます。

次お願い致します。先程と同様に入力地震波形ですとかスペクトル、そういたものを記載させていただいております。

次お願い致します。解析結果でございますけれども、防潮堤部の変位ですがＭ9では防潮堤部は左の変形図にございますが64㎝生じていたものがＭ8では2㎝と変位は変わっております。また、防潮堤のコンクリート杭ですがこれにつきましてはＭ9では許容応力を超過していましたが、Ｍ8では許容応力以下という結果になっております。

次お願い致します。こちらも用いた地震、加速度応答スペクトルを比較したものでございます。

次お願い致します。最後に木津川の断面でございまして、木津川の下流部の断面で照査しております。

次お願い致します。こちらも構造としましては、タイロッド形式の鋼管矢板護岸という事になっておりまして、こちらは阪神大震災以前の旧の耐震基準で整備された防潮堤という事でございます。

次お願い致します。結果の比較でございますけれども、防潮堤部の水平変位がＭ9では5.8ｍという非常に大きな変位ですが、Ｍ8におきましても1.9ｍといずれとして大きな水平変位が生じております。また、防潮堤の鋼管矢板は共に許容応力を超過しておりまして、控えの鋼管杭につきましては、Ｍ9では超過していますがＭ8では許容応力以下という結果になっております。
次お願い致します。こちらもスペクトル図を重ね合わせたものでございます。

以上で河川の報告を終わります。

○事務局

　続きまして海岸保全施設に関する検証結果についてご報告をしたいと思います。まず、今回海岸防潮堤の検証にあたりましては、そこにお示している①としまして平成17年から18年度にかけまして東南海・南海地震動、これは国交省の方から提供いただいた地震動をベースに点検を実施しております。これをベースに基本考えております。更に河川構造物と同様に平成19年度に大阪府が示しました新たな東南海・南海地震動の想定地震動、これを用いまして再検証を行うという流れにしてございます。具体的な流れにつきましては、ステップ1としまして先程ありました①の平成17年度から18年度をチェックしました地震動と平成19年度の②の地震動におけますPSI値を算出しましてこれを比較検討するという形で、まず第1次のスクリーニングをかけてございます。次のステップとしまして、ステップ2として先程の②のPSI値が①のPSI値を上回る区間について、これを詳細な動的解析を実施するという形を実施しております。その次のステップ3としまして、動的解析の結果、背後地盤の状況という事で地盤高、これは津波高さとの比較もしくは堤体幅の大小等々を照査しまして要対策区間を案という形で設定するという流れにしてございます。
　次のページをお願い致します。まずステップ1としましては先程申しましたＨ17地震動とＨ19地震動のPSI値を比較してございます。まず、黒の実線が平成17年度の地震動のPSI値、少し見にくいですが二重線の黒で書いてございますのが平成19年度の新たな地震動のPSI値を掲載しております。参考としまして、ブルーのラインで平成20年度の地震動のPSI値を掲載しておるという所でございます。ここで、赤点線で囲んでおります所につきましては、平成17年度の地震動のPSI値を平成19年度の分は上回るという事で、平成17年度の時点で影響がなかったもしくは対策済みの箇所について、影響が出る可能性があるという所で抽出をしてございます。
次のページをお願い致します。先程の赤点線で囲まれて抽出された区域につきまして動的解析という事でFLIPを用いまして詳細な点検をした結果を掲載してございます。FLIP解析という中に水平変位と鉛直変位という形で中に細かく書いてございますけれども、まず水平変位につきましては赤印で書いておる所につきましては許容値を堤防幅とういう形で想定した場合に、それを超える区間という事で水平変位によって止水性が確保できない、そういった区間に赤で入れてございます。鉛直変位につきましては、そのFLIP解析結果の一番右の平成8（H19残留＋排水）と書いております所で最大で63㎝の鉛直沈下が見られたという結果になってございます。右の方で実際にM8、L1津波という事で平成15年度に想定しましたL1津波の高さと、その隣のFLIP解析をもとに算出しました沈下による防潮堤の高さを比較して、赤く塗られた所が今回L1津波高よりも防潮堤が低い、沈下するという結果が出た所を示してございます。そういう事で赤く印を入れた所につきましては水平もしくは鉛直変位でL1津波に対して止水機能が果たせないというような判定結果になってございます。更に、横にそういった評価で○×をつけているのですが、712番の出島石津地区につきましては、鉛直水平で基本的に赤印がついているのですけれども、後で説明しますけれども堤体の幅がかなり大きいという事で、これについては防潮堤が横変位もしくは沈下をしても背後地への止水機能が果たせるという、そういった評価もいれて場所によりましてはステップ3の評価をしてございます。
次のページをお願い致します。18ページで、今回求めました動的解析のFLIPによる水平変位とPSI値との相関関係について整理したものでございます。左側につきましては堤防タイプ、右側につきましては護岸タイプの防潮堤でタイプ毎に分類してございますが、ご覧の通り結構PSI値と水平変位の相関につきましてはかなりバラつきがあるという事で、相関を求めるのには少しこれは単純に見る限りでは難しいかなという事で、結果としましてはM8クラスの地震動よる水平変位、これの評価については各個別の場所毎で、地域背後地の状況等を精査して判断していくという考え方をしたいという事でございます。
次のページをお願い致します。個々背後地の条件につきましては、まず①で背後地の地盤高という事で、今回M8クラスの東南海・南海地震に対して、L1津波を防御するという考え方の中で、まずL1地震動があった時に、タイプAといいますのは防潮堤の背後地の地盤が朔望平均満潮位もしくはL1津波より低い地盤、もしくはタイプBといいますのは満潮時よりも高い背後地盤がある、タイプCにつきましてはどちらとも防潮堤の高さ、背後地盤が高いということで防潮堤が沈下もしくは水平変位しても高さがキープできるという事で、タイプCについては対策する箇所という選定をしまして、タイプA、タイプBについても一定の評価をしているという形にしてございます。2番目ですが、先程の防潮堤の変位を考慮した時に堤体幅が5ｍ以下と以上で線を引こうという事で、前回の部会の時に東日本大震災で被災した事例の中でも5ｍ未満で多数被災が、それ以上になると被災箇所がかなり低いというような結果がありましたので、対策不要と右側に書いておりますのは防潮堤もしくは背後地盤含めて変位して、液状化によって変位した後も先程言いましたL1津波よりも堤体が高さをキープできるという一定の評価をして、そこは対策する箇所から外してはどうかというような所で整理してございます。
次のページをお願い致します。今の考え方をベースに、各海岸保全施設の箇所につきまして図面に記したものでございます。赤、橙色、黄色という風に示しておりますけれども、いずれも背後地盤がL1津波高よりも低い地盤の所を着色してございます。その中で赤印につきましては、防潮堤が沈下した状態でL1津波よりも低いという状況でありますので一番リスクが高いという事で赤印で記載しております。この延長が概ね7.5㎞だという風になってございます。次に橙色でございます。これも先程言いましたL1津波より背後地盤が低く、ただL1津波よりも防潮堤が沈下した後も高い状態が確保されているという所でありまして、堤体幅は5ｍ以下であるけれども高さ的には足りているという箇所が15.5㎞である、黄色につきましては同様に背後地盤はL1津波より低いけれども、堤体の高さがL1よりも高くて、且つ堤体幅が5ｍあるという事で橙色よりはリスクが少ないという事で概ね2㎞という形になってございます。21ページも同様に記しておりますけれども、基本的に右側の一部区間が橙色で着色されているのみでございます。液状化詳細結果については以上でございます。
○井合部会長

はい、ありがとうございます。それではですね、今の防潮堤に関する液状化の検討でM8クラスの検討、M9クラスの比較で示されていますけれどもこれについてご質問それからご意見がありましたらどうぞ、如何でしょうか？
はい、どうそ。

○鍬田委員

最初の方では、平成19年度の想定のM8クラスの津波については、平成19年度の東南海・南海の想定、その後半の方でまた別に平成17年の想定という話が出てきていまして、それらの経緯とそのそれまでどういう風な形で津波に対する対策をされていたというのがよくわからなかったのですが、今回初めて19年度に対して見直したという事になっているのか、19年度の想定が出た時に、やはりその時にも17年度・19年度で何らかの検討がされていたのかという事について教えていただけませんか？

○井合部会長

そうですね、後半の例えば、資料でいったら16ページ辺りの説明を少し繰り返しも含めてでかまいませんので、平成17年度、19年度ですね、説明を事務局からお願いできますか？
○事務局

はい、そうしましたらまず海岸保全施設の方の経緯を含めた説明をさせていただきたいと思います。まず、海岸保全施設の耐震もしくは津波対策としましては、内閣府の方が東南海・南海地震の想定を2003年に公表されましたので、それをベースに津波対策を進めるという事で対策を検討してきてございます。その全段としまして、海岸防潮堤の耐震性能につきましては原則的にL1地震動という事で構造物の供用期間中に1、2度発生するような地震動を想定して設計するというベースで海岸保全施設については耐震性能を確保していったわけではありますが、先程申しました平成15、2003年に東南海・南海地震、もしくは津波が公表された事を受けまして、原則その津波に抵抗できる防潮堤の高さを確保しようという事で、平成17年度、18年度に内閣府が公表された地震動をもとに国土交通省で整備されたデータをいただいて、まずは東南海・南海地震で沈下をしてもL1津波高である東南海・南海地震の津波の高さを確保しようという検討を海岸保全施設についてはやってございます。そこで、概ねだいたい3㎞弱くらいの防潮堤が液状化で沈下するという結果が出まして、そこは要対策区間という事で平成19年度から嵩上げであったり、一部地盤改良を含めた耐震対策を進めてきたという背景がございます。ですから、一度そういった平成17年度、18年度で東南海・南海地震で言われるL1津波の発生しうる地震動をベースに、液状化による沈下、詳細検討を行って対策を進めてきたという経過がございますので、今回はその地震動と新たに19年度に大阪府で公表した東南海・南海地震、直下型地震に対して、また再度地震動の再検証という作業を行っておりますので、その地震動を用いて今回検証しようという事で今回再チェックをかけたという状況でございます。ただ、その時の地震動については、今回内閣府で公表されたもしくは大阪府で公表しました液状化のPL値の状況が、Ｈ19年度のPL値を見るとそれほど大きく液状化の影響は出てないというような事もありましたので、基本的には前回平成17、18の地震動をチェックした対策が今後有効であろうという事もありましたので、それに対してはそういう対策を継続して行ってきたと。今回、Ｈ20年度にM9クラスの地震動が出たという事でそれのチェックをかけてみた所、当部会の方でも示しておりますとおり液状化に対する影響はかなり大きいという事で、改めてそうすればＨ19年度の最新の地震動を用いてチェックをかけてみようというような流れになってございまして、今回Ｈ17年度とＨ19年度を16ページに示しておりますように、PSI値を用いてスクリーニングをかけさせていただいて、はみ出る所についてはＨ17年度にやった対策が有効に効いていない可能性があるという事で、そこについては動的解析を行って今回検証を進めたという状況になっております。海岸保全施設についてはそういう流れで進めてまいりました。
○井合部会長

はい、ありがとうございます。基本的にはＨ19年度の地震動について、M8クラスの地震動として今回新たに検討をすすめていくという考えでございますね。16ページで丁度そのＨ24マグニチュード9クラスのPSI値が一番上に出てくる、ちょっと細めのグレーの線でマグニチュード9のラインが示してありまして、Ｈ17年度というのは横に線が引かれたように見える太線（実線）ですね、基本的にはＨ17が一番下にくる範囲は多いですけれども、一部はＨ19年度の方が下回ったりしているので、最終的にＨ17年度よりＨ19年度が上回っている所について今回追加検討というような説明があったかと思います。よろしいでしょうか。
○井合部会長

はい。どうぞ。
○鍬田委員
　その時に、先程平成17年度の想定の時に3㎞弱の対象区間があったという話でしたけれども、それは今回後半で出てくるステップ2の所にかかっている（重複している）という風に理解してよろしいですか？

○事務局

　そうですね、対策済みの箇所も含めて一応フィルターにかけてステップ2を実施しているという事でございます。

○鍬田委員
　ありがとうございます。

○井合部会長

他にございませんでしょうか？
よろしいですか？はい。

それでは防潮堤の液状化の検討ですが、引き続きですね、検討箇所があるかと思いますので作業の方をよろしくお願いします。
それではまた議事次第に戻りまして、3番目の議題ですね、防潮堤の対策に係る重点化それから優先順位の考え方という事で、これについて審議に移りたいという風に思います。まず、事務局から説明をお願いします。
○事務局

　はい。それでは資料4に基づいて説明をさせていただきます。本日はですね、大阪府が高潮対策等で対策を実施してきた経緯あるいは地震、津波等の外水位それらの外力あとは発生頻度、そういった様々な指標を御提示させていただいて、どこまでのレベル、どの区間を優先すべきかという重点化と優先順位の考え方につきまして委員の皆様方にフラットに御議論いただき、多くの御意見を頂戴したいという風に思っております。

資料4の１ページ目をお開き下さい。これが、これまで大阪府が実施してきた第一線防潮堤等の経緯でございます。大阪府ではこれまで第一線防潮堤と呼んでいますが、水門を含む防御ライン、後ほどちょっと図面でこれを繰り返し説明しますが、海からの高潮等による外水・外力に対して被害を防御してきた経緯がございます。二つ目、そういった意味から高潮対策により整備した防潮堤というのは、非常に高さが確保されておりまして、万が一この防潮堤が健全であれば、南海トラフ巨大地震の最大クラスの津波に対しても概ね高さは確保されているというような事を確認をしております。これも後ほど図面でご説明をさせていただきます。三つ目でございます。大阪市域の0ｍ地帯では、多くの0ｍ地帯に広がるわけですけれども、津波対策と共に主に直下型地震対策、阪神淡路大震災の経験を生かして、直下型地震により0ｍ地帯という土地の特色・特徴上、日々の干満、日常的な満潮位で防潮堤が無くなれば浸水をしてしまうと、そういった地域でございますので、防潮堤の直下型地震対策による耐震補強を実施してまいりました。これが既存防潮施設の現状という事になっておりまして、今般8月8日の他の部会において公表された、推定された津波浸水想定結果では、液状化による防潮堤の沈下あるいは水門・鉄扉が開いている状態を考慮して想定を行ったわけですけれども、結果として約11,000haが浸水と新聞紙上でもありましたように、梅田等まで浸水域が広がったという結果になっております。評価と課題としまして、既存施設の評価としましては、先程申し上げた直下型地震対策ですけれども、阪神淡路大震災以降、新耐震基準によって耐震補強しました防潮堤・水門といいますのは、南海トラフ巨大地震の最大加速度の方が比較的小さいものですから、一定の効果を発揮をしているという事を確認しております。もう一つはですね、第一線防潮堤の水門による防御方式でありますことから、水門を閉鎖しますと津波による内陸部の浸水被害は大幅に軽減をされると、そういった事も確認をさせていただいております。最後に、三大水門、アーチ型の大水門というのが大阪の特徴ですけれども、これら高潮対策で整備をしたこの三大水門、津波時に一旦閉鎖は可能なわけですけれども閉鎖後に損傷をするため、開放できないというような懸念がございます。そういう意味では別途新たな津波対応、水門にかかる調査検討が必要ではないかという風に考えております。これらを総合的に考えますと、南海トラフ巨大地震の検証で防潮堤が液状化により沈下、あるいは水平変位をし、既存の高さ及び機能を維持できない事が判明しました事から、基本的な方針としましては一番下に書かせていただいておりますように、既存防潮堤の機能保持いわゆる既存のストック、高さがある既存のストックの防潮堤の機能を保持する液状化対策を実施する、それらを重点化して実施をするというような基本的な方針でいかがでしょうかという事を考えております。それでは次のページから図面で少し、先に申し訳ございません、5ページの方を飛んで恐縮なんですけれどもお開き下さい。これが冒頭で説明した大阪の高潮防御方式という事で、少しこの線が繋がっているような誤解があるかもしれないですけども、この赤い丸印の所これが水門になっております。特にこの三大水門と呼ばれる3つの水門を中心として、黒で塗っていますのが水門の外側、いわゆる直接水にさらされるエリア、ブルーが水門の内側という事で一定の海からの高潮津波に対しては直接さらされないと、そういった区域を青と黒で表現をさせていただいております。すみません、南北が逆になっていますがこちら右側が北、左側が南、大阪市内をクローズアップしましてこの丸印、見にくいですがこちらが梅田になります。この丸印が難波になるとそういったような状況になっております。そういった意味で、こういった水門と黒い第一線、最前線の防潮堤で防御しておる経緯がありますことから、堤防の高さにつきましても左下の模式図にもあります通り、水門の海側あるいは水門の内陸側で防潮堤の高さが異なっておりまして、直接高潮等の水にさらされる水門の外側につきましては、記載はしていませんがO.P＋6.6ｍと比較的高い高さで整備をしております。内側につきましては4.3ｍという形で少し水門で防御する為、防潮堤に水門内外で段差がついているというのが大阪の特徴となっております。すみません、2ページ目に戻っていただきまして、そういった意味でこの図面は高潮対策によって整備した高さが一定確保されているという事を表現した図面でございまして、広域、地震後の広域地盤沈降のみを考慮して防潮堤については液状化等による変位は一切しないという前提条件に経った図面でございます。その上で赤い帯が朔望平均満潮位にＬ1津波が乗っかった時に越えてくる区間、黄色い帯が朔望平均満潮位にＬ2津波が乗っかった時に越えてくる区間、そういったものを表現しておりまして、御覧の通り水門の外側につきましてはさほどこれを越える区間がないという事、水門の内側は比較的小さい外力でも越えてくることがあるというような特徴が見てとれるかと思います。これは大阪市内です。こちらが泉州地域で、右側が大和川、右側が北、左側が南を示しておりまして、大和川から貝塚あたりくらいの表現をしております。同じような凡例で、赤がＬ1が越えてくる所、黄色がＬ2が越えてくる所と、高石、堺の一部で越えてくる区間があるという事が感じとれています。3枚目4ページ目でございますけれどもこちらについては岬町までの泉州南半分です。ほとんどこちらについては津波高も比較的低い事からあまり越える区間がないという風な事になっております。これらの前提条件で左側6ページ目をご覧いただきますと、左側が津波浸水想定の国が24年8月に公表されたものでございまして、こちらの条件は防潮堤は健全で水門が開いている場合という事で、国の推定では3,050haが浸水している結果となっております。今回、大阪府が右側25年8月8日に公表した、推定したわけですけれども、こちらの条件は異なる条件として防潮堤が沈下及び変位をし、水門も鉄扉も開いている条件も含めて最大の浸水深を示したものになっておりまして、約3.6倍の11,000haが浸水をするというような結果が示された所でございます。
7ページ目をお願いします。前回の7月26日の部会でお示ししたパターン図になっておりまして、左側がＭ8地震の帯、右側がＭ9地震の帯と、縦軸に外水位という事でＬ1津波、Ｌ2津波を表現しております。前回の部会ではＬ1、Ｍ8いわゆる緑の着色をした部分ですけれども、こちらにつきましては防ぐという事でハード整備により液状化対策を実施して防ぎましょうという事を前回は御説明致しました。右側は揺れを凌ぐという事ですけども、少し今日パターンを新たに追加しまして、Ｍ9地震においても赤い帯の所ですけれども、マグニチュード9クラスで防潮堤が沈下及び水平変位を起こして、日々の干満いわゆる満潮位ですら浸水被害が発生する区間が新たに確認をされまして、大都市大阪としましてはやはり長期間に渡っての都市機能麻痺というのが日常的に浸水する事で起こります事から、こういった部分についても浸水被害を防ぐ対策をする必要があるのではないかという今日は御提案です。そういう意味でここの論点、重点化の論点としましては、一つ目はＭ8地震時のＬ1津波の浸水についても防御するという考え方、もう一つはＭ9地震においては日々の干満はさすがに浸水は防御したいというような考え方、この二つの指標で重点化については整備をさせていただいております。少しややこしくなるかもしれませんけども追加説明をさせていただきますけれども、このＬ1津波まで対策というのは少し言葉足らずになっておりまして、我々考えておりますのは、Ｍ8地震でＬ1津波以外防潮堤がなる所、止水ラインがＬ1津波を守れない区間これを抽出しまして、その区間に液状化対策を施す事によって一番最初に説明しましたように、既存防潮堤の高さが確保できるような液状化対策をしたいという風に考えています。同じくＭ9地震時に日々の干満以下まで防潮堤が沈下あるいは水平変位で、止水ラインが確保できない区間においても既存防潮堤の高さ機能が確保できる所までのスペックの液状化対策をしたいと、そういう裏返しからするとこの①と②は要対策区間の抽出するものさしという風に考えられるのかもしれません。
次8ページをお願い致します。8ページは、それら外力と防潮堤の位置という事で右から2つ目の欄に書いておりますけれども、冒頭で説明をしました同じ日々の干満及びＬ1津波で浸水する区間についても液状化で変位をした後浸水する区間についても、水門の外側であったり水門の内側であったりという位置による違いがございます。そういった違いを帯図で10ページ以降反映をしておりまして、まず凡例としましては、Ｌ1津波で浸水するものについては水門の外側の最前線を緑の実線Ｂ1として表示しております。水門の内側につきましてはＢ2、日々の干満で浸水するエリアについては赤の線で表現をしておりまして、水門の外側は赤実線、水門の内側は赤点線という風な表現をしております。
9ページ目が横になっていますけれども、大阪市内、少しこれは先程の議題にありましたＭ8の液状化の検証中になっておりますので、区間についてはまだまだ精査の必要があるわけですけれども、一応イメージとしてご覧いただければと思いますが、この赤の実線と点線、緑の実線と点線で、赤がＭ9地震で日々の干満でつかるような状況まで変位をする区間、緑が百数十年規模の地震、いわゆるＭ8地震のＬ1津波によって浸水が開始されるような変位を起こす区間、という風に考えていただければと。それと実線と点線の違いは水門の海側外側であるか水門の内側陸側であるかという違いになっております。同じように大和川以南についても10ページ目、11ページ目に表現をしておりまして、こちらについては緑の実線と点線しかございませんが、それは0ｍ地帯がほとんどないという事からこちらの区間については日々の干満で浸水するような区間がないという事になっております。
12ページをご覧下さい。次に、優先順位の指標について整理をさせていただきました。繰り返しになりますけれども、優先順位の指標としては地震発生の頻度、百数十年に1回発生するＭ8地震、千年あるいはそれ以下の低頻度であるＭ9地震という頻度の違い、あるいは外水位の違いという事で、日常的に浸水するような日々の干満ですら守れない浸水するような外力、Ｌ1津波で浸水すると、Ｌ2津波で防御するという所まではここでは表記をしておりませんけれども、そういった外水位の違い、あとは最前線のラインか否か、大阪市内でいいますと水門の外か内か、泉州で言うと直接津波があたる所が内陸部にある防潮堤かという事で分けさせていただいておりますけれども、そういった違いで6つの区間の違い、外力の違い、頻度の違いによって分けられるという事でございます。最後になりますけれども、対策の重点化及び優先順位について論点の一つ目の重点化につきましては、Ｌ1、Ｍ8地震時のＬ1津波の浸水を防御する対策、あるいはＭ9地震時の日々の干満を防御する対策、これらをどういった優先順位どういったレベル、このレベルでいいのかどうかそういったものの御議論をお願いしたい、優先順位につきましては地震発生の頻度、外水位、最前線のラインか否か、こういった指標をもとにした優先順位の御議論につきまして、本日我々事務局としての整理はこれだけですけれども、それ以外に御意見等がありましたら頂戴したいという風に思っております。よろしくお願い致します。
○井合部会長

はい、ありがとうございます。
それでは、重点化の提案がありましたのでそれについての質問それから御意見がありましたら、如何でしょうか？
○伊津野委員
防潮堤の内部にはすべて守るべきものがあるという理解でよろしいでしょうか？また、守るべきものの重要度は一切考えないという事でしょうか？
○事務局

　基本的には、例えば大阪市内で言いますと市街化の様子はさほど変わっておりませんし、例えば梅田みたいな中心市街地をどう守るかという議論はあるのかもしれませんので、例えばそこへ浸水被害を起こす原因となる防潮堤が優先という御議論はあろうかと思いますけれども、今の所は今日提示しているものさしは全て同じレベルで、濃密はありますけれども守るべきものは同じ考えで今日はご提示させていただいております。

○伊津野委員
　単なる空き地になっているとか、そういう場所は特にないということでしょうか。
○事務局

　はい。

若干やはり居住地とそれから民間さんの大きな工場みたいな違いは出てきまして、そこでの区別というのはひょっとしたらあり得るかもしれませんが、今は一様にすべて守る、そんな野っぱらで浸かってもなんら影響の無いという所はないと思いますけれども、24時間人が住んでいるか住んでいないか、避難できるかできないかといったそういった考え方はありますでしょうか？
○事務局

　逆にいうと、そういったものさしの御意見も頂戴するとありがたいという風に思います。あと少し部会長、御紹介が遅れましたけれども欠席の高橋委員からコメント頂いていますので手短かに御紹介させていただきますがよろしいでしょうか？
○井合部会長

はい、お願いします。

○事務局

　高橋委員からはですね、日々の干満でＭ9対策をする赤帯と、Ｍ8地震でのＬ1津波を防ぐ緑色、これらの優先順位の考え方についてコメントを頂いておりまして、発生間隔が概ね百数十年に一度というＭ8地震によるＬ1津波、これらとＬ1、Ｍ8対策と呼んでいいのかどうかあれですけれども仮にそう呼びますと、発生間隔が千年あるいはそれより低い最大クラスの地震による日々の干満で浸水する箇所、いわゆる日々の干満Ｍ9対策、この2つを比べた時に高橋委員のコメントとしては、やはりその高い確率で確実に発生するＬ1、Ｍ8対策区間を優先して進めるべきではないかという御意見を頂戴しております。以上でございます。
○井合部会長

　はい、ありがとうございます。
はい、どうぞ。

○道奥委員
　今の議論と関連すると思いますが、特にこの②のＭ9地震の日々の干満対策については、伊津野先生からも御意見がありましたように、ある意味ゾーンニングが必要なんじゃないかと。例えばそのオランダでもすべて水際が1万年に1回の確率ではやっていないわけですね。かなり細かく千年に1回とかですね、まあ何百年に1回の所もあったと思います。そういう風にゾーンニング危険度にも、背後地の土地利用状況に応じてかなりこまめに区分けしているようですので、これは大阪市の日々の干満の影響、低い土地の所は土地利用が高いという事もあるかもわかりませんけど、その中でも更にもう少し大きなものを対象にしますので、そう一律に水際が同じクオリティではないのかなという風な気はしますけれども。
○井合部会長

はい、ありがとうございます。

はい。どうぞ。

○鍬田委員
　２点ありまして、一つは先程こうした対策を液状化でやっていく、液状化対策でやっていくというような御説明があったかと思うんですけども、その守れない所に対して液状化だけでやっていけるのかというのが少し疑問があるなと思いました。あともう一つは、今回東日本大震災の実態としてこういうような沈下して0ｍのような地域がどれくらいあって、それを復旧するのにどれくらいかかっているのかという実績を調べていただければと思います。今回想定されている範囲が相当長いかと思うんですけども、こうしたものがある程度土嚢を積んでいくというような形での仮復旧になろうかと思いますけども、そうしたものの時間はある程度見込んでいた方がいいのかなあという事も思います。
○井合部会長

はい、事務局はよろしいですか？

○事務局

ちなみに、0ｍ地帯という御説明で、少しわかりにくいですけれど、前のスライドを御覧いただきますとどのあたりが0ｍ地帯かという事で、青い濃い範囲、だいたいこの線あたりから海側に濃い青のラインがあると思います。このあたりがほとんど0ｍ地帯という事になっていまして、先程の梅田はこの辺りになっています。そういう意味では、割と広い範囲が0ｍ地帯であると。例えばこういった所に赤い帯がありますと、日常的に地震発生直後から、満潮位であれば浸水が始まり、更にその1時間後、2時間後に津波が来襲して浸水被害が拡大するといったようなマグニチュード9クラスの日々の干満区間については様相になろうかという風に思います。今御意見を頂戴した所につきましては、少し検討の要素に加えたいという風に考えております。以上です。
○井合部会長

はい、ありがとうございます。
それでは、いくつか議論いただきましたので、ちょっとまとめさせていただいて今後こんな事で進めたいなという観点でちょっと発言したいと思いますが、一つはあれですね、まず実際その津波による浸水で0ｍ地区への、浸水が起きた場合の影響の度合いっていいましょうか、被害額って事で普通はまとめるのですけども、どんな使われ方をしているのかというのをもうちょっときめ細かく出してですね、その上でこういう対策をとったら、まあどのくらい効果があるかというような、まあ費用対効果って言うんでしょうか、それがですね実際事業を進めていく上での、まあ投資額に似合うかどうか、そんなバランスの話をね、もう少し出していただいて、きめ細かく優先度が出てくるというような事をしてくると最終的に大阪府としてこの0ｍ地帯も含めてですね、その対策の効果がもう少し見えてくるのではないかという風に思いますので、まずそういった追加の検討を、次回あたりに向けてやっていきたいなという事が一つあったかと思います。それからもう一つは、今の話に絡むんですけれども、高橋委員からコメントがあった通り、被害の発生の確率についてのコメントがありますね、で、そのコメントと合わせて私の方からちょっと追加で合わせて考えていただきたいのが、0ｍ地帯という所の持つ意味ですね、鍬田委員からも先程ありましたけど、どのくらいで復旧できるかっていうような長期化の話を考えてくると、やはり0ｍ地帯に浸水が一度発生するという事は、かなりですね、その他の地域の浸水という事と比べて影響度合いもだいぶ大きいじゃないかというような事もありますから、未来の長期化の話、復旧がどのくらいでできるかという話と絡めてですね、その被害の信頼性を評価していくんでしょうか、その辺りの検討をもう少しこう理想的な数字の形になるといいんですが、まあ数字で難しければ何らかの形で、その0ｍの持つ意味をもう少し明らかにしてくるというような事で、Ｍ9に対する日々の干満の与える影響ですね、これがもう少し見えてくるんじゃないかと、そういう風に思います。その辺りを少し追加でですね検討していただいて次回の議論にですね、最終的にどの辺を優先して対応すべきかというような事にもっていきたいという風に思います。
それではですね、こういった事で次回に向けての検討を進めていきたいと思いますが、最終的に今日提案された議題3防潮堤の対策に係る重点化ですが、審議としては継続して検討していくというような扱いにしたいと思いますけどもよろしいでしょうか？とは言っても、実際に対策を進めていくという意味ではなるべく早く進めていくという事も重要でしょうから、検討の方もですね、加速って言ったらちょっとプレッシャーがかかりますけれども、次回に向けてなるべく速やかにしたいという風に思います。よろしくお願いします。
それではですね、追加検討の加速もありますけども議事の進行も少し加速しましてですね、最後の議題になりますね、議題の4防潮堤の粘り強い構造と検討という事で、この辺りが先程、鍬田委員からもいただいた実際に対策をとっていくにあたり、どういった対策なのか、液状化対策だけでいいのかというような御指摘もありましたから、それも合わせてですね事務局から説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。
○事務局

資料5を御覧いただきたいと思います。1ページ目を御覧いただきたいと思います。まず、前回の検討からですね新たに研究機関へのヒアリングというのを実施してございまして、その内容についてまずご紹介をしたいと思います。研究機関としましては港湾空港技術研究所に行ってまいりました。ここでは防潮堤を越えた場合の粘り強い構造に関する実験であったり、被災事例の調査等を進めておりまして、そういった所の知見を聞いてございます。
まず一点目としまして、東日本大震災の被災事例というものを多数分析されているという事で、今回の海岸構造物の津波波力に対して安定計算を実施すると、その際にカッコ書きで書いております背後の土圧を考慮しない、構造物単体で波力に対する安定計算をした場合に、安全率が1.0を越えているもの、これについては基本的には被災事例がほとんどないというか少ないという結果が出ているというようなお話がございました。また、安全率を1.0を下回っている場合につきましては、これは越流高を把握して周辺構造物の状況確認という事で、これは前面の根固工であったり消波工であったり背後の被覆状態ならびに水叩き工等々、それがどういう風な形で連続しているのか、一体化されているのか、そういった所を見ていく必要がありますよというようなお話が一点ございました。
さらに、先程の事例調査の結果で、全体の被災していない施設については81.09％が全体的には被災をしていないと、また港湾施設については91.9％が被災していない、比高については2～3ｍの範囲で被災事例が多いという事でございました。漁港施設については60.60％という事で、これは比較的比高が高いケースが多いという事で、4～5ｍの範囲で被災が多数みられているというような被災状況について御紹介をいただきました。ただ、これら被災してない施設についても計算上の安全率、先程言いました安全率については、ほぼ1.0を下回っているにもかかわらず殆ど被災していない事例は多数あったという事で、前回ご紹介した津波波力を計算する上でβ＝3.0という所については、かなり安全側に設定されているのではないかというようなお話を頂いてございます。また、港湾空港技術研究所でも実験をされていまして、その実験によりますと、津波によってまず堤体前面の水位が上昇して、その影響で基礎部分から浸透するという事で、背後の水叩き工について揚圧力がかかるとか、越流して背後の水位が上がるというような事で浮力が発生するという事で、こういった事によって水叩き工が浮き上がるというような現象が生じて、それによって構造上の弱点という事で、隙間とか水道みたいなのができて、そこの弱点から、そういった事が原因で洗掘が行われて、内部の土砂が流出するとか堤体が傾くとそういった事が実験でも見られているというような御紹介がございました。ここで、粘り強い構造を検討する上においては、堤体自身の強化という事もありますけども、基本的には水叩き工や消波根固め工そういった周辺の構造物こういった事を強化するという事で、堤体の周辺が一体となった構造、堤体が動きにくい状態をつくるというような構造を考えていく事が、粘り強い構造にしていくという所で重要であろうというような御指摘を頂いたという事でございます。まずは、そういった新たにつくられました知見についての御紹介でございました。これらを踏まえつつ、2ページ目、次のページでございますが、まず海岸防潮堤におけます粘り強い構造の基本的な考え方、これは前回すでに御紹介していますように、まず破壊、転倒するまでの時間を長くするという事、全壊に至る可能性もあるんですけども、それを減らすという事での構造上の工夫をしていきましょうという事で、下のフローについては、前回検討を進める中で御紹介をしたものに少し追加項目を先程御指摘いただいたものを入れてございます。①の津波波力、これま前回もフローの中に入れてまして、津波波力の外力を評価して倒壊する、せん断力等で応力を超えるものについては何らかの補強をしていきましょうという事、前回委員会でも漂流物についてもこの中で一緒に検討していきますという事でございましたので、それも含めた検討をこの中で行うという事と、今回新たに知見で言われていました、まずは先程の安定計算の中で安全率が1.0を上回るものはほとんど倒壊がないという事で、それを上回るか上回らないかという所の安定性をまず評価してみようと、それで1.0を下回っている所は対策の検討をするというフローを追加項目として赤で書いておる所に入れてございまして、堤体の安定という事で滑動・転倒これらを計算してチェックかけるという項目を追加で入れさせていただきました。
②以下については、越流水深と比高の関係、もしくは天端幅の関係、消波根固め工の有無など事例から仕分けをして対策を考えるという前回の流れを踏襲してございます。これらをベースに各構造物のタイプごと、もしくは津波の高さ等で分類整理して一定の粘り強い構造を考える基本的な流れにしたいと考えてございます。
次のページを御覧いただきたいと思います。これも港湾技術研究所で検討を別途されている状況を反映したものになってございます。断面図のような構造物に対して粘り強い構造を工夫した事例というような所で記載してございます。簡単に考え方だけお示ししますと、堤体の①と書いた右の表にありますように、打ち継ぎをする、継ぎ目の所なんですけども、嵩上げ等々をする場合、もしくは2段階に分けて施工する場合も堤体工についてはできるだけ用心鉄筋を入れるとか、一体化を図るとか、さらに堤体工②という事で堤体等一体化された水叩き工とするような構造にするであるとか、また排水溝等についても埋め込み式にしてそこを一体化させる事で弱点を軽減する、もしくは舗装工においてもできるだけ堤体に密着させたり、スリップバーを入れるような所で補強していく等々工夫すると、前面の基礎工、下部の基礎工等についてもできるだけ剛結合にするでありますとか、捨て石部分でのコンクリート処理で洗掘防止を図る、もしくは止水工を打って倒壊を防ぐとそういった細かなアドバイスを頂いております。そういった所を今後、先程言いましたフローの中で対策箇所を抽出しまして、こういった断面毎にできるべき対策を考えていくということで考えてございます。
4ページ目以降については、先程のフローでだいたい我々が管理している海岸防潮堤がどういう状況になっているかを参考で現段階としてお示ししております。まず、越流水深が1ｍを越える区間については4ページ目の赤で書いている所でございます。着色されていないのは、それ以下で越流するもしくは越流しないという箇所になってございます。
次のページが越流水深と背後の地盤高との比高、これを10ｍを越える部分、これは我々の管理している海岸防潮堤の背後地と防潮堤の関係の中ではございません。続きまして6ページが天端幅5ｍ未満の地域という事になっています。これも赤で記した所が5ｍ未満の地域でございます。さらに7ページが消波根固め工が前面等に配置されているもの、もしくは配置されていない仕分けをして、配置されていない所が赤で記しているエリアになっております。こういったフィルターをかけた上で必要な箇所を重ね合わせて、対策検討箇所を抽出して、先程言った個々の断面毎に必要な粘り強い構造の検討を深めていくという作業を進めたいと考えてございます。8ページ目は先程の堤体の安定計算をするという考え方で、右側の波力算定式は前回御紹介した谷本式もしくは修正谷本式で用いる波力計算の式で、βについては3.0とか段波状以外のものが2.2を用いるとそういった数字を紹介、前回も紹介させていただいておりました。その下に結果という風に書いております、これは下の断面図にあります胸壁部分に先程の谷本式を用いた波力を与えてみて、津波水位高は前回危機管理室の方が別部会に出した最大規模というようなT.P＋4.0ｍを仮定して与えた上で、比高だけケース分けして2ｍ～5ｍで算出して評価したものになってございます。いずれも滑動安全率、転倒安全率につきましては1.0を上回るという事で、安定性については確保できているのかなという事でございます。ただし、基礎の地盤支持力の安定性、これは別途検討する必要があるという事でございます。以上、そういった事を踏まえて検討を進めていきたいという事で、途中段階ではございますが御報告を終わります。以上です。
○井合部会長

はい、ありがとうございます。では、御質問、御意見等如何でしょうか？
○道奥委員
これは堤体のコンクリートでソリッドなものを対象にされているようなのですが、中が土砂で詰まっているような、詰めたような場合は、また別に考えないといけないのでしょうか？
○事務局

　そうですね、タイプ毎に少し弱点になる所はやはり違ってくるという事で、今回安定計算等で示している、ここであげてるような胸壁体、ソリッドタイプですけれど、別途、そのタイプ毎に検討を進めたいという風に考えてございます。

○井合部会長

　他にございますか？よろしいですか？
はい、それではですね、防潮堤の粘り強い構造ですが引き続き今の点も踏まえましてですね検討を進めていただければよろしいかという風に思います。
では、議事次第ではその5としてその他がございますけれど、何かございますでしょうか？

よろしいですか？
それではですね、今日の議題はすべてこなしまして、基本的には御指摘を受けた重点化の継続審議に関する点でございますけども、基本的には今回報告された内容について主には了承されたというような事でございますが、委員の先生方、全般を通じて次回に向けて何かありますか？
はい、よろしければ本日出席されていらっしゃるオブサーバーの方から何かコメントがありましたらお聞きしますが。よろしいですか？
はい、ないようでございますので、それではこれをもちまして今日第4回の部会を終わらせていただきたいとそういう風に思います。では進行を事務局の方へお返しします。
○事務局
　それでは、委員の皆様方本日は長時間にわたり御議論いただきありがとうございました。本日先生方からいただきました御意見を踏まえまして、事務局の方でも作業を加速してまいりたいと思います。最後に事業管理室長の方から一言ご挨拶申し上げます。

○事業管理室長
　今日はどうもありがとうございました。本当に液状化の問題ですね、これをどうやっていくかといった議論を今日やっとできましたので、これをなるべく早くという事で部会長の方からも加速していくと、早めていくというお言葉をいただきましたので、事務局としても精一杯頑張ってまいりたいと思います。それから、今は大阪府の施設のみを提出させて頂いていますけども、大阪市内は、今大阪市さんが持っている防潮堤と合わせて対策しないと駄目だという事で、そこについても今別途ワーキングを初めておりますので、そちらもこの部会の結果を上手い事、そちらと調整しながらですね進めてまいりたいと考えてございます。まだまだ、ちょっと道半ばでございますけれど、今後ともよろしくお願いしたいということで、閉会の挨拶とさせて頂きます。

今日はどうもありがとうございました。

○事務局
　次回の日程につきましては、再度後日調整させていただきたいと思いますのでよろしくお願い致します。本日は本当にありがとうございました。

参考資料－４
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